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Ⅰ. 調査要領

特別アンケート　企業行動に関する意識調査結果　2016年６月（大企業）

　調査時期：2016年6月24日（金）を期日として実施。

　調査対象：2015・2016・2017年度　設備投資計画調査の対象企業

　※１問でも有効回答があった企業をすべて含むため、各設問の回答社数は上記よりも少ない。

　調査項目：　 １．熊本地震の影響について

２．設備投資や設備について

３．人的投資、人手不足への対応

４．国内および海外の事業活動について

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

　回答状況
※

(回答率) 製造業 非製造業

企業行動に関する
意識調査

大企業（資本金10億円以上） 3,146社
1,243社

（39.5％）
519社 724社

調査名 対　　象



図表1-2 上記のうち最も影響の大きいもの
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自社・グループ企業の設備が損傷し、生産・営業活動が停止

物流網・交通網の混乱、水道・ガスの途絶による影響

部材調達難・取引先生産停止などのサプライチェーン混乱の影

響

風評被害や観光客の減少などの影響

消費マインド悪化・自粛ムードによる影響

復興需要、代替生産などで自社グループへの需要が増加

全産業【1,205社】

製造業【500社】

非製造業【705社】
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自社・グループ企業の設備が損傷し、生産・営業活動が停止

物流網・交通網の混乱、水道・ガスの途絶による影響

部材調達難・取引先生産停止などのサプライチェーン混乱の影響

風評被害や観光客の減少などの影響

消費マインド悪化・自粛ムードによる影響

復興需要、代替生産などで自社グループへの需要が増加

全産業【424社】

製造業【222社】

非製造業【202社】

１．熊本地震の影響について

• 4月に発生した熊本地震の影響としては、製造業を中心に③サプライチェーン混乱が最も多く、次いで②
物流網・交通網の混乱、ライフライン途絶との回答が多かった。最も影響の大きかったものについて行った
設問でも、同様の傾向となった。

①自社・グループ企業の設備が損傷し、生産・営業
活動が停止

②物流網・交通網の混乱、水道・ガスの途絶による
影響

③部材調達難・取引先生産停止などの
サプライチェーン混乱の影響

④風評被害や観光客の減少などの影響

⑤消費マインド悪化・自粛ムードによる影響

⑥復興需要、代替生産などで自社グループへの
需要が増加

（有効回答社数比、％）

図表1-1 熊本地震が事業活動に対する影響
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①自社・グループ企業の設備が損傷し、生産・営業
活動が停止

②物流網・交通網の混乱、水道・ガスの途絶による
影響

③部材調達難・取引先生産停止などの
サプライチェーン混乱の影響

④風評被害や観光客の減少などの影響

⑤消費マインド悪化・自粛ムードによる影響

⑥復興需要、代替生産などで自社グループへの
需要が増加

（有効回答社数比、％）
(注) 最大2つまでの複数回答

(注) 各項目において影響が「有・無」の回答で、上記は「有」の割合

Ⅱ．調査結果
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１．足元の収益下振れ

２．当初計画策定後に事業環境の先行き不透明感が増大

３．当初計画策定後に中長期的な期待収益率の下振れを認識

４．主要顧客の要請による投資計画の変更

５．当初計画には実施不確定な設備投資も含まれていた

７．設備投資内容の精査、無駄の見直しなどによるコストカット

６．一部を子会社の設備投資に計上したため

８．工期の遅れ

９．工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

10．資金調達環境の悪化

11．実績は当初計画を下回らなかった

12．その他（ ）

全産業【946社】

製造業【397社】

非製造業【549社】

(注) 最大3つまでの複数回答

２．設備投資や設備について

• 設備投資の下振れ要因としては、⑤実施不確定な設備投資も含まれていた、⑥内容の精査、無駄の見
直しが最も多く、⑧工期の遅れと併せて、計画から実績にかけての傾向的な下振れが要因となってい
る。一方、①足元の収益下振れ、②事業環境の先行き不透明感が増大との回答は１割程度となった。ま
た非製造業を中心に、⑪計画を下回らなかったとの回答も多かった。

①足元の収益下振れ

②当初計画策定後に事業環境の先行き
不透明感が増大

③当初計画策定後に中長期的な期待収益率の
下振れを認識

④主要顧客の要請による投資計画の変更

⑤当初計画には実施不確定な設備投資
も含まれていた

⑥設備投資内容の精査、無駄の見直しなどに
よるコストカット

⑦一部を子会社の設備投資に計上したため

⑧工期の遅れ

⑨工事費高騰に伴う縮小、取りやめ

⑩資金調達環境の悪化

⑪実績は当初計画を下回らなかった

⑫その他

（有効回答社数比、％）

図表2-1 2015年度国内設備投資の実績が当初計画を下回った理由
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【692社】
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１．国内市場の成長が期待

できないため

２．海外での事業展開を優

先

３．Ｍ＆Ａを優先

４．リーマンショック後の慎重

姿勢が継続

５．財務体質強化を優先

６．その他
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3.8

19.2
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4.2

0 20 40 60 80

１．国内市場の成長が期待でき

ないため

２．国内工場の輸出拠点として

の優位性が低下したため

３．海外での設備投資を優先

４．Ｍ＆Ａを優先

５．リスクに対して、より慎重に

なっているため

６．財務体質改善を優先

７．事業拡大のための人員が確

保できないため

８．その他

２．設備投資や設備について

• 自社の設備投資水準に対する認識では、製造業、非製造業ともに半数以上の企業が非常に高水準また
はやや高水準と回答した。

• 設備投資を抑制する理由としては、製造業、非製造業ともに⑥(5)財務体質改善を優先との回答が多かっ
たほか、製造業では⑤リスクに対する慎重姿勢や①国内市場の成長が期待できないためとの回答も多
かった。

図表2-2 過去3年の国内設備投資の水準に対する認識

(注) 最大2つまでの複数回答。製造業と非製造業で選択肢が一部異なる。

（構成比、％）
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図表2-3 上記で抑制的と回答した場合の、背景にあるもの

①国内市場の成長が
期待できないため

②国内工場の輸出拠点
としての優位性が低下

③海外設備投資を優先

④Ｍ＆Ａを優先

⑤リスクに対して、より
慎重になっているため

⑥財務体質改善を優先

⑦事業拡大のための
人員が確保できないため

⑧その他

(1) 国内市場の成長が
期待できないため

(2) 海外事業展開を優先

(3) Ｍ＆Ａを優先

(4) リスクに対して、より
慎重になっているため

(5) 財務体質改善を優先

(6) その他

（有効回答社数比、％）

非常に
高水準

やや高水準 やや抑制的水準
極めて

抑制的水準

（有効回答社数比、％）

＜製造業 213社＞ ＜非製造業 291社＞
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２．設備投資や設備について

• 製造業の企業の半数以上が、総合的にみて国内生産拠点で設備投資の増額が必要と回答。業種別で
は、鉄鋼・非鉄金属で維持・更新投資が必要との認識が多かった。また化学などを中心に老朽拠点の整
理・縮小が必要との回答もみられた。

図表2-4 国内生産拠点の現況についての認識

5

維持・更新投資
の増額が必要

老朽拠点の
整理・縮小が必要

能力増強設備
の増額が必要

（構成比、％）
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維持・更新投資が
行き届き、
生産能力も充足
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１．終身雇用を前提とした正社員

２．技術者、エンジニアなどのベテラン人材

３．技術者、エンジニアなどの若手後継人材

４．ICTや研究開発などの高度な専門人材

５．法務や経理などの高度な専門人材

６．工場などで働く期間工、非正規社員

７．経営者・幹部人材

８．その他

全産業【753社】

製造業【310社】

非製造業【443社】

(注) 最大3つまでの複数回答

３．人的投資、人手不足への対応

• 人員不足感は業種により差がみられるものの、製造業、非製造業を問わず、足元または将来の人手不足
に対する懸念を示す企業が半数を超えた。

• 確保できていない人材としては、製造業では、③工場や現場の後継人材が不足しているとの回答が多く、
②ベテラン人材や④ＩＣＴや研究開発などの専門人材と併せて、ものづくりの現場を支える人材の不足感
が高くなっている。非製造業でも、③現場の後継人材の確保が難しくなっており、同様に現場を支える人
材確保が難しくなっている。

図表3-1 足元および当面の人材確保の状況

①終身雇用を前提とした正社員

②工場や現場のベテラン人材

③工場や現場の若手後継人材

④ICTや研究開発などの高度な専門人材

⑤法務や経理などの高度な専門人材

⑥工場などで働く期間工、非正規社員

⑦経営者・幹部人材

⑧その他

（有効回答社数比、％）

6

図表3-2 確保できていない/できなくなる懸念がある人材

（構成比、％）

将来の確保に懸念がある確保できていない確保できている
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１．賃上げなどの待遇改善で離職率を改善

２．女性や高齢者の活躍機会拡大

３．外国人の採用を拡大

４．新卒や中途社員の採用を強化

５．現行人員の残業やシフト変更

６．設備稼働時間の短縮や事業規模の縮小

７．省力化投資を実施済み

８．今後、省力化投資の増額を検討

９．外注、委託の活用

10．作業工程や業務の改善などによる生産性向上

11．その他

全産業【756社】

製造業【311社】

非製造業【445社】

(注) 最大3つまでの複数回答

３．人的投資、人手不足への対応

• 人材不足への対応としては、④新卒や中途の採用と答えた企業が最も多かったほか、②女性や高齢者の
活躍機会拡大との回答も多くみられた。製造業では⑩生産性向上という回答も多かった。

• 国内で外国人を採用する場合、製造業、非製造業ともに(2)日本人と同等の正社員としての役割を期待す
る回答が多くみられた。製造業では、(5)海外拠点の将来の中核人材として期待するとの回答も多い。一
方、製造業、非製造業ともに(3)期間工やアルバイト、(4)研修生等などの一時的な労働力との回答も２割
前後みられた。

図表3-3 確保できていない/できなくなる懸念がある場合の対応

①賃上げなどの待遇改善で離職率を改善

②女性や高齢者の活躍機会拡大

③外国人の採用を拡大

④新卒や中途社員の採用を強化

⑤現行人員の残業やシフト変更

⑥設備稼働時間の短縮や事業規模の縮小

⑦省力化投資を実施済み

⑧今後、省力化投資の増額を検討

⑨外注、委託の活用

⑩作業工程や業務の改善などによる生産性向上

⑪その他

（有効回答社数比、％）
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図表3-4 国内で外国人を採用する場合、期待する役割
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１．経営者・幹部人材

２．日本人と同等の正社員

３．期間工やアルバイトなどの一時的な労働力

４．研修生等としての一時的な受け入れ

５．海外拠点の将来の中核人材として

６．研究開発などの専門人材

７．その他

全産業【1,022社】

製造業【453社】

非製造業【569社】

(注) 最大2つまでの複数回答

（有効回答社数比、％）

(1) 経営者・幹部人材

(2) 日本人と同等の正社員

(3) 期間工やアルバイトなどの一時的な労働力

(4) 研修生等としての一時的な受け入れ

(5) 海外拠点の将来の中核人材として

(6) 研究開発などの専門人材

(7) その他
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４．設備投資による代替を阻害する規制の緩和など

５．設備投資のための低利融資や補助金、税優遇など支援

措置の拡充

６．その他
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１．職場でのＯＪＴ

２．職場外での集合研修

３．若手の積極的な登用、現場体験を増やす工夫

４．国内大学院等への派遣

５．海外大学院等への派遣

６．他社や官公庁などとの人事交流

７．経験者の中途採用

８．大学院卒業者や国家資格保有者などの高度人材の採用

９．その他

全産業【1,182社】

製造業【493社】

非製造業【689社】

(注) 最大2つまでの複数回答

３．人的投資、人手不足への対応

• 人材育成では①職場でのOJTを重視するとの回答が多く、次いで⑦経験者の中途採用、③若手の積極
的な登用という回答も多かった。

• 非製造業において、設備投資で人手不足を補うために必要なこととしては、 (1)人工知能などのソフトウェ
アの開発、技術進歩との回答が最も多く、 (5)政策的な支援措置の拡充がこれに次いだ。

図表3-5 人的資本への投資、人材獲得で重視していること

①職場でのＯＪＴ

②職場外での集合研修

③若手の積極的な登用、現場体験を増やす工夫

④国内大学院等への派遣

⑤海外大学院等への派遣

⑥他社や官公庁などとの人事交流

⑦経験者の中途採用

⑧大学院卒業者や国家資格保有者などの高度人材の採用

⑨その他

（有効回答社数比、％）
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図表3-6 設備投資で人手不足を補うために必要なこと

＜非製造業 619社＞

（有効回答社数比、％）

(1) 人工知能などのソフトウェアの開発、技術進歩

(2) ロボットなどのハードウェアの開発、技術進歩

(3) 政府や業界団体などが一体となった規格統一、標準化など

(4) 設備投資による代替を阻害する規制の緩和など

(5) 設備投資のための政策的な支援措置の拡充

(6) その他

(注) 最大2つまでの複数回答



55.0

55.5

32.5

22.8

8.2

11.2

19.1

31.2

3.3

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70

１．従業員教育の充実やマニュアルの整備、一人で複

数業務を担う多能職化などによる生産性の向上

２．人員配置やオペレーションの工夫などによる省力

化、効率化

３．ソフトウェア投資、ＩＴ化の推進による効率化４．設備

投資による省力化、効率化

４．設備投資による省力化、効率化

５．Ｍ＆Ａなどによる事業規模の拡大、規模の経済性追

求による効率化

６．同業他社や仕入業者との連携強化

７．サービス内容の差別化や高級化による客単価向上

８．商品原価率や販管費などのコスト削減

９．特になし

10．その他

３．人的投資、人手不足への対応

• 非製造業の生産性向上においては、 ②オペレーションの工夫、①従業員の多能職化との回答が多い。ま
た、③ソフトウェア投資、ＩＴ化による効率化、⑧商品原価率や販管費などのコスト削減、④設備投資による
省力化、効率化との回答も３割弱となった。

図表3-7 人的資本への投資、人材獲得で重視していること

＜非製造業 696社＞

①従業員教育の充実やマニュアルの整備、一人で複数
業務を担う多能職化などによる生産性の向上

②人員配置やオペレーションの工夫などによる省力化、
効率化

③ソフトウェア投資、ＩＴ化の推進による効率化

④設備投資による省力化、効率化

⑤Ｍ＆Ａなどによる事業規模の拡大、規模の経済性追求
による効率化

⑥同業他社や仕入業者との連携強化

⑦サービス内容の差別化や高級化による客単価向上

⑧商品原価率や販管費などのコスト削減

⑨特になし

⑩その他

（有効回答社数比、％）
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(注) 最大3つまでの複数回答
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４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• 製造業の中期的な国内外の供給能力については、国内を増やさずに相対的に海外を強化する企業の構
成比が下げ止まった一方、13年以降、上昇基調にあった②内外ともに増加の比率が低下に転じた。他
方、③内外ともに維持の比率は上昇傾向が続いている。

図表4-1 国内および海外の生産・サービス供給能力の中期的な見通し

（構成比、％）
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＜参考＞ 製造業 408社（2015年度調査）

（備考）2016年度、2015年度調査ともに国内および海外の共通回答で集計

2016
国内供給能力

増加 変わらず 縮小 合計

海外供給
能力

増加 18.4 41.1 4.0 63.5

変わらず 5.1 26.6 1.7 33.4

縮小 0.3 1.7 1.1 3.1

合計 23.8 69.4 6.8 100.0

2015
国内供給能力

増加 変わらず 縮小 合計

海外供給
能力

増加 25.7 37.7 5.6 69.1 

変わらず 5.1 23.0 1.0 29.2 

縮小 1.2 0.5 0.0 1.7 

合計 32.1 61.3 6.6 100.0 

製造業 353社（2016年度調査）

（構成比、％）

①相対的に海外を強化

②内外ともに増加

③内外ともに維持
④相対的に国内を強化

（年度）



7.2

4.6

3.2

0.6

2.0

2.6

87.7

92.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

過去3年

【349社】

向こう3年

【348社】

生産の海外
移管を中止

計画の変更なし
国内生産継続および

海外移管中止
生産の一部を

国内移管

30.0 

32.0 

70.0 

68.0 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

過去3年

【60社】

向こう3年

【50社】

４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• アベノミクス後の円高是正により、12％の企業が何らかの形で国内回帰を行ったと回答し、向こう３年間の
見通しでは8％となった。但し、国内回帰をしたとしても、設備投資の増額要因にはならないとの回答が７
割を超えた。

（構成比、％）
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図表4-2 2015年度実績、2016年度計画における海外事業の国内回帰の有無

（構成比、％）

図表4-3 国内回帰する場合、国内設備投資額への影響

広義の国内回帰

国内回帰により設備投資を増額 国内回帰は設備投資の増額要因とならず



４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• 設備投資を実施する場所を決める要因としては、①需要地までの距離や物流などの利便性が重要とする
企業が８割を超えた。その他では、④人件費の安さや⑦既存工場とのシナジーなどの回答が比較的多
かった。
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図表4-4 海外で増産のための設備投資を行う際に、実施場所で重視すること

＜製造業 331社＞

（有効回答社数比、％）

84.6

3.6

7.9

19.6

9.7

12.1

19.3

5.7

2.1

2.4

2.7

0 20 40 60 80 100

需要の伸びが期待できる国・地域までの距離や物流などの利便性

法人税や電力料金などの人件費以外のコスト

規制の有無や法制度の透明性など

人件費の安さ

労働者確保の容易性

港湾、道路、電力供給などの社会インフラの充実

既存工場とのシナジー

仕入先確保の容易性

地元政府、自治体の支援

遊休地の存在、設備増設の余地の有無

その他

(注) 最大2つまでの複数回答

①需要の伸びが期待できる国・地域までの距離や
物流などの利便性

②法人税や電力料金などの人件費以外のコスト

③規制の有無や法制度の透明性など

④人件費の安さ

⑤労働者確保の容易性

⑥港湾、道路、電力供給などの社会インフラの充実

⑦既存工場とのシナジー

⑧仕入先確保の容易性

⑨地元政府、自治体の支援

⑩遊休地の存在、設備増設の余地の有無

⑪その他



その他

56.0 26.2 6.6 9.5
1.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

純粋に収益性
のみで評価

マザー工場としての機能

４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• 国内主要生産拠点において収益性以外で重視しているものとして、半数以上の企業がマザー工場として
の機能と回答したほか、従業員の雇用維持や雇用以外の面での地域経済への貢献を挙げる企業もみら
れ、収益性のみで評価すると回答した企業は１割に留まった。

• マザー工場の優れる点としては、③研究開発拠点との連携・新製品の開発機能のほか、①生産能力、数
量の大きさ、⑦労働者の技能水準、⑤高付加価値品の生産との回答も多かった。
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図表4-5 国内主要生産拠点において、収益性以外で重視しているもの

＜製造業 484社＞

図表4-6 国内基幹工場がマザー工場である場合、海外子会社や他の工場と比較して優れている点

＜製造業 361社＞

39.3

7.8

56.8

17.2

34.1

13.0

37.7

11.6

26.3

11.1

3.6

0 10 20 30 40 50 60 70

１．生産能力、数量

２．生産設備の新しさ

３．研究開発拠点との連携や新製品開発機能

４．新製品の初期量産への対応

５．高付加価値品の生産

６．新しい生産方式への対応

７．労働者の技能水準

８．生産可能な品目の多さ

９．総合的にみた生産性の高さ

10．他の工場の従業員への教育機能

11．その他

(注) 最大3つまでの複数回答

①生産能力、数量

②生産設備の新しさ

③研究開発拠点との連携や新製品開発機能

④新製品の初期量産への対応

⑤高付加価値品の生産

⑥新しい生産方式への対応

⑦労働者の技能水準

⑧生産可能な品目の多さ

⑨総合的にみた生産性の高さ

⑩他の工場の従業員への教育機能

⑪その他

（有効回答社数比、％）

従業員の雇用維持

雇用以外の面での
地域経済への貢献

（構成比、％）



24.7

35.1

76.7

5.2

15.4

0.6

1.5

0 20 40 60 80 100

１．ライバル企業、業界全体の動向

２．足元の業績や財務余力

３．新規の研究開発分野や特定の大型案件の有無など、個別研究開

発テーマの積み上げで決定

４．Ｍ＆Ａや他社との連携による技術獲得との兼ね合い

５．売上高などの事業規模に比例

６．株主、投資家などの意向

７．その他

(注) 最大2つまでの複数回答

４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• 向こう３年程度の研究開発費は売上高対比で増加との回答は２割にとどまるが、金額水準でみると増加す
るとの回答が３割となった。

• 研究開発費の決定要因としては、③個別研究テーマ積み上げで決めているとの回答が多かった。次い
で、②足元の業績や財務余力、①ライバル企業、業界全体の動向となった。
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図表4-7 向こう3年程度の中期研究開発費の見通し

図表4-8 研究開発費の水準を決める重要な要因

＜製造業 481社＞

①ライバル企業、業界全体の動向

②足元の業績や財務余力

③新規の研究開発分野や特定の大型案件の有無
など、個別研究開発テーマの積み上げで決定

④Ｍ＆Ａや他社との連携による技術獲得との兼ね合い

⑤売上高などの事業規模に比例

⑥株主、投資家などの意向

⑦その他

（有効回答社数比、％）

19.2

32.0

73.1

62.7

7.7

5.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

売上高比

【480社】

金額

【482社】

減少概ね同水準増加

（構成比、％）



7.7 57.8 20.8 0.9 12.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

36.9

53.5

51.6

17.5

4.9

17.9

0.6

0 10 20 30 40 50 60

１．当該研究開発でこれまでに得られた利益

２．研究開発で得られる将来利益の期待値

３．新製品発売や新規取引開始などによる定性評価

４．特許権の取得数や論文引用数など

５．社会的意義やCSR面での貢献など

６．把握していない

７．その他

(注) 最大3つまでの複数回答

４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• 研究開発効率の評価については、これまでに稼得した収益や新製品発売・取引開始などの実績を挙げる
企業も多かったが、将来利益の期待値を挙げる企業が最も多かった。

• 研究開発効率に対する自己評価では、10年前と比べて大きく上昇またはやや上昇したと回答した企業が
６割を超えた。
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図表4-9 自社の研究開発効率の評価方法

＜製造業 469社＞

図表4-10 研究開発効率評価を行っている場合、10年程度前と比べての効率の変化

＜製造業 351社＞

①当該研究開発でこれまでに得られた利益

②研究開発で得られる将来利益の期待値

③新製品発売や新規取引開始などによる定性評価

④特許権の取得数や論文引用数など

⑤社会的意義やCSR面での貢献など

⑥把握していない

⑦その他

（有効回答社数比、％）

やや上昇 やや低下 その他大きく上昇

大きく低下

（構成比、％）



26.0 

41.6 

14.3 

29.9 

22.1 

5.2 

13.0 

16.9 

1.3 

0 10 20 30 40 50

１．ライバル企業との競争激化

２．開発成果事業化の成功率の低下

３．研究開発に伴うコストの増加

４．製商品ライフサイクルの短期化

５．研究開発成果を商品化する際のアイデア不足

６．将来を見据えた基礎研究を増やしたため

７．研究開発部門と製造・販売部門の連携不足

８．貢献度の大きな大型新事業創出力の低下

９．その他

(注) 最大2つまでの複数回答

４．国内および海外の事業活動について【製造業】

• 研究開発効率が低下している企業の低下理由としては、②事業化の成功率低下、④ライフサイクルの短
期化、①競争激化、 ⑤商品化のアイデア不足といった回答が多かった。

• 研究開発における課題としては、(3)事業化の遅れ、(2)テーマ選定やアイデア不足などが多かった。
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図表4-11 研究開発効率が低下している場合の理由

＜製造業 77社＞

図表4-12 研究開発における課題

＜製造業 431社＞

（有効回答社数比、％）

①ライバル企業との競争激化

②開発成果事業化の成功率の低下

③研究開発に伴うコストの増加

④製商品ライフサイクルの短期化

⑤研究開発成果を商品化する際のアイデア不足

⑥将来を見据えた基礎研究を増やしたため

⑦研究開発部門と製造・販売部門の連携不足

⑧貢献度の大きな大型新事業創出力の低下

⑨その他

（有効回答社数比、％）

24.6

33.4

50.8

14.8

2.8

3.9

3.2

20.6

1.6

0.5

2.3

0 10 20 30 40 50 60

１．他企業よりも開発力、技術力が劣る分野の存在

２．研究開発テーマの選定、アイデア不足

３．開発成果の製品化、事業化の遅れ

４．研究開発部門と製造現場や営業部門との連携不足

５．顧客や仕入業者等との連携不足

６．同業者との水平分業や規格化、標準化への連携不足

７．大学・研究機関との連携不足

８．市場動向の把握の不足や市場投入の遅れ

９．自社開発への過度なこだわり

10．開発成果追求の行き過ぎ

11．その他

(1)他企業よりも開発力、技術力が劣る分野の存在

(2)研究開発テーマの選定、アイデア不足

(3)開発成果の製品化、事業化の遅れ

(4)研究開発部門と製造現場や営業部門との連携不足

(5)顧客や仕入業者等との連携不足

(6)同業者との水平分業や規格化、標準化への連携不足

(7)大学・研究機関との連携不足

(8)市場動向の把握の不足や市場投入の遅れ

(9)自社開発への過度なこだわり

(10)開発成果追求の行き過ぎ

(11)その他

(注) 最大2つまでの複数回答
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図表4-14 2015年度の海外売上高比率と中長期的な目標

増加

４．国内および海外の事業活動について【非製造業】

• 非製造業の売上高などの事業目標では、６割の企業が海外拠点なしとの回答だったが、海外拠点がある
企業群のなかでは、海外売上高は増加との回答が多かった。

• 海外売上高比率では、海外売上高の目標を設定している企業の多くが足元の実績に比べて高い海外売
上高目標を設定している。
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図表4-13 売上高などの事業規模（連結ベース）における中期的な計画（今後3年程度）

現状と同程度

縮小
事業拠点

なし

（注）実績、目標ともに回答した企業について集計

【足元の海外売上高比率、％】

【
経
営
目
標
と
す
る
海
外
売
上
高
比
率
、
％
】

合計 104

海外売上高比率

上昇
84

海外売上高比率

横ばい
14

海外売上高比率

低下
6

（社数）
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45度線

（構成比、％）



30.1

6.7

1.5

1.9

9.1

60.7

0.6

0 10 20 30 40 50 60 70

１．ビジネス上のチャンスであり、需要増加を積極的に取り込みたい

２．客数は増加しているが、必ずしも増益に結びついていない

３．日本人客からの苦情増など、負の影響もみられる

４．設備や人員面のキャパシティが限界に達しつつある

５．為替変動や東京五輪終了などを契機とした急減の可能性を懸念

６．事業に対する影響は特にない

７．その他

(注) 最大2つまでの複数回答

(1)ビジネス上のチャンスであり、需要増加を積極的に
取り込みたい

(2)客数は増加しているが、必ずしも増益に結びついて
いない

(3)日本人客からの苦情増など、負の影響もみられる

(4)設備や人員面のキャパシティが限界に達しつつある

(5)為替変動や東京五輪終了などを契機とした急減の
可能性を懸念

(6)事業に対する影響は特にない

(7)その他

7.6

3.5

6.4

12.2

13.1

13.0

8.4

54.3

5.2

0 10 20 30 40 50 60 70

１．来客数･販売数量増に伴う設備の増強

２．来客数･販売数量増に伴う人員の増強

３．他社や自治体等との連携強化

４．訪日外国人向けの新製品やサービスの検討・開発

５．外国語対応強化

６．訪日外国人客の取り込みのための宣伝、ＰＲの強化

７．来客数の増加等が期待されるが、現状、特段の対…

８．訪日外国人の増加による事業への影響は限定的…

９．その他

４．国内および海外の事業活動について【非製造業】

• 訪日外国人増加に対する取り組みとして、⑧事業への影響は限定的と回答した企業以外では、⑤外国語
対応強化、⑥宣伝やＰＲの強化、④外国人向けの新製品やサービスを提供との回答が多かった。

• (6)事業に対する影響はないと回答した企業以外では、訪日外国人客増加について (1)需要増加を積極
的に取り込みたいと回答した企業が多かった一方で、(5)為替変動や東京五輪の終了など、何らかの契機
で需要が急激に減少する可能性を懸念する回答も相応にみられた。
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図表4-15 訪日外国人数増加に対する対応

＜非製造業 656社＞

（有効回答社数比、％）

（有効回答社数比、％）

図表4-16 訪日外国人数増加についての事業認識

＜非製造業 672社＞

①来客数･販売数量増に伴う設備の増強

②来客数･販売数量増に伴う人員の増強

③他社や自治体等との連携強化

④訪日外国人向けの新製品やサービスの検討・開発

⑤外国語対応強化

⑥訪日外国人客の取り込みのための宣伝、ＰＲの強化

⑦来客数の増加等が期待されるが、現状、特段の対応を
していない

⑧訪日外国人の増加による事業への影響は限定的で、
特段の対応はしていない

⑨その他

(注) 最大2つまでの複数回答



19.0

10.5

38.7

8.2

13.6

10.0

0 10 20 30 40 50

１．海外展開の強化、加速

２．これまで事業を行っていなかった国内他地域への展開

３．国内での新たな事業分野の展開

４．同業他社との合従連衡の促進

５．自社グループ事業の主たる市場や需要は、当面、成長が続くと見

込まれる

６．その他

(注) 最大2つまでの複数回答

４．国内および海外の事業活動について【非製造業】

• 非製造業では、国内の人口減や高齢化などにより、将来の需要の縮小が見込まれる業界も多いが、成長
に向けて重視する取り組みとしては、③国内での新事業展開と回答した企業が多く、次いで①海外展開
の強化、加速との回答が多かった。
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図表4-17 少子高齢化による国内市場縮小が見込まれる中での成長戦略

＜非製造業 631社＞

（有効回答社数比、％）

①海外展開の強化、加速

②これまで事業を行っていなかった国内他地域への展開

③国内での新たな事業分野の展開

④同業他社との合従連衡の促進

⑤自社グループ事業の主たる市場や需要は、当面、
成長が続くと見込まれる

⑥その他



39.8

21.3

41.6

23.1

45.5

7.8

0 10 20 30 40 50 60

１．国内での有形固定資産投資

２．海外での有形固定資産投資

３．研究開発費

４．Ｍ＆Ａ

５．人的投資

６．ソフトウェアなどの無形資産投資

(注) 最大2つまでの複数回答

（有効回答社数比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• 製造業における、いわゆる事業成長のために行う投資の優先度では、⑤人的投資、③研究開発、①国内
での有形固定資産投資を優先したいとの回答が多かった。

20

図表5-1 事業成長のために優先する投資

＜製造業 503社＞

①国内での有形固定資産投資

②海外での有形固定資産投資

③研究開発費

④Ｍ＆Ａ

⑤人的投資

⑥ソフトウェアなどの無形資産投資



6.6

8.3

5.4

64.3

62.2

65.9

25.6

26.5

25.0

3.4

3.0

3.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業

【1,175社】

製造業

【495社】

非製造業

【680社】

（構成比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• 近年のソフトウェア投資の動向としては、やや増加や大幅に増加との回答が７割に達し、ソフトウェア投資
が傾向的に増加している企業が多いことが分かった。

• ソフトウェア投資の増額要因としては、③省力化や生産性向上のためとの回答が最も多く、次いで④情報
セキュリティ対策強化のため、⑥ＩＴ化の進展で傾向的に増加しているためが多かった。
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図表5-2 ソフトウェアの投資もしくは支出の傾向（有形固定資産投資などとの比較）

図表5-3 増加している場合の主な理由

18.3

19.3

52.0

31.6

5.4

30.9

3.0

11.7

9.5

53.9

35.2

6.9

40.1

2.6

23.0

26.3

50.6

29.0

4.3

24.3

3.3

0 10 20 30 40 50 60 70

ンバー制度や消費税率引き上げなどの外的な制度改正への

対応

２．顧客サービスの向上

３．省力化や生産性向上

４．情報セキュリティ対策強化

５．IoT、ビッグデータの活用のため

６．ＩＴ化の進展で傾向的に増加

７．その他

全産業【835社】

製造業【349社】

非製造業【486社】

(注) 最大2つまでの複数回答

（有効回答社数比、％）

①マイナンバー制度や消費税率引き上げな
どの外的な制度改正への対応

②顧客サービスの向上

③省力化や生産性向上

④情報セキュリティ対策強化

⑤IoT、ビッグデータの活用のため

⑥ＩＴ化の進展で傾向的に増加

⑦その他

大幅に増加 やや増加 やや減少 大幅に減少



9.5

9.1

9.8

22.1

24.9

20.0

34.1

37.2

31.9

34.3

28.8

38.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業

【1,160社】

製造業

【486社】

非製造業

【674社】

（構成比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• ＩｏＴについては、活用している、または活用を検討している企業は合わせて３割だった。また、社内の関心
が上昇しているとの回答が多かった。
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図表5-4 ビッグデータやIoTの活用状況

活用
している

活用を
検討

活用予定はないが、
社内的な関心が高まっている

活用予定はなく、
関心も高まっていない



33.0

34.7

31.8

8.4

7.5

9.0

58.6

57.8

59.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全産業

【1,191社】

製造業

【505社】

非製造業

【686社】

（構成比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• 中期的な成長市場開拓に取り組む企業は製造業、非製造業ともに４割程度となっている。

• 取り組み事例としては、製造業では、医療関係の新分野に取り組む企業が多かった。また、非製造業では
ホテル事業など、訪日外国人客増に対応した動きや電力自由化への対応などがみられた。
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図表5-5 中長期的な市場開拓や新規事業への取り組み状況

図表5-6 国内成長市場開拓の取り組み具体事例

業種 取り組み事例

製
造
業

化学
再生・細胞医薬、癌治療、ジェネリック医薬品、ファインケミカル、
メタノール型燃料電池、電子材料

一般機械
医療機器、３Dプリンター、水素事業、水処理関連、介護事業、
ロボット分野

電気機械
医療分野、パワーエレクトロニクス、電気自動車用モータ、自動運転、
次世代エネルギー

輸送用機械 医療用部材、モータ動力部品、ロボティックサポートデバイス

非
製
造
業

運輸
マンション分譲、植物工場、空港運営受託、観光関連事業、
高齢者事業、保育事業

卸売・小売 電力自由化、高齢者事業、通信、Eコマース

建設・不動産 ホテル事業、商業事業、環境事業、農業、物流事業

取り組んでいる

現在は取り組んでいないが、
今後取り組む予定

本業を優先しており、現時点で取り組む予定なし



67.7

24.7

3.8

4.1

17.7

33.1

16.4

2.0

2.0

78.7

21.7

2.2

4.4

19.1

29.0

20.2

1.1

0.0

58.3

27.4

5.1

3.8

16.6

36.6

13.1

2.9

3.8

0 20 40 60 80 100

１．中長期的に新たな収益の柱とするため

２．事業多角化の一環

３．株主・投資家の成長期待に対応

４．他社に遅れをとらないため

５．既存の中核事業の収益力が低下傾向にあるため

６．既存事業とのシナジーが見込まれるため

７．今後の高い成長が見込まれるため

８．社員の雇用機会を確保するため

９．その他

全産業【586社】

製造業【272社】

非製造業【314社】

(注) 最大2つまでの複数回答 （有効回答社数比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• 成長市場開拓の理由としては、①将来の新たな収益の柱とするためとの回答が多く、 ⑥既存事業とのシ
ナジーや②事業多角化の一環との回答を上回った。

• 一方、成長市場開拓に取り組まない理由としては、(3)既存事業の収益力向上を優先や(1)今後も既存事
業での収益確保や成長が見込まれるとの回答が多かった。
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図表5-7 成長市場開拓/新規事業に取り組まれている場合、その位置付けや理由

図表5-8 成長市場開拓/新規事業に取り組んでいない/取り組む予定のない理由

①中長期的に新たな収益の柱とするため

②事業多角化の一環

③株主・投資家の成長期待に対応

④他社に遅れをとらないため

⑤既存の中核事業の収益力が低下傾向にあるため

⑥既存事業とのシナジーが見込まれるため

⑦今後の高い成長が見込まれるため

⑧社員の雇用機会を確保するため

⑨その他

29.8

11.4

76.4

7.3

4.6

3.6

0.5

11.9

0.3

34.3

21.0

75.7

6.2

4.8

4.8

0.5

11.9

0.5

27.2

6.1

76.7

7.9

4.5

2.9

0.5

11.9

0.3

0 20 40 60 80 100

１．今後も既存事業での収益確保や成長が見込まれるため

２．海外展開による成長が見込まれるため

３．既存事業の収益力向上を優先

４．人材不足

５．財務余力の不足

６．不採算事業の縮小を優先

７．過去に新規事業への取り組みで失敗した経験があるため

８．親会社、株主の意向で事業分野を限定

９．その他

全産業【588社】

製造業【210社】

非製造業【378社】

(注) 最大2つまでの複数回答

(1)今後も既存事業での収益確保や成長が見込まれる
ため

(2)海外展開による成長が見込まれるため

(3)既存事業の収益力向上を優先

(4)人材不足

(5)財務余力の不足

(6)不採算事業の縮小を優先

(7)新規事業への取り組みで失敗した経験があるため

(8)親会社、株主の意向で事業分野を限定

(9)その他

（有効回答社数比、％）



（構成比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• 新規製品（単なるモデルチェンジではない新機軸の製品）については６割の企業が過去３年に製品投入
を行っており、１割強の企業が向こう３年以内に投入予定があると回答した。
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図表5-9 新規製品の市場投入・販売の取り組み状況

58.2 13.6 28.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

製造業

【471社】

過去３年の間に新規製品の投入を行った 実績、計画ともになし

向こう３年以内に
投入を計画



19.7

12.2

6.1

2.8

63.7

4.6

20.6

20.8

6.1

4.5

55.2

5.4

19.0

5.7

6.2

1.5

70.2

3.9

0 20 40 60 80

１．国内でＭ＆Ａを実施

２．海外でＭ＆Ａを実施2015年度

３．国内で交渉・検討したが、成約に至らず

４．海外で交渉・検討したが、成約に至らず

５．具体的な案件の検討をしていない

６．事業売却を実施した

2010～14 年度

全産業【1,025社】

製造業【442社】

非製造業【583社】

9.2

6.7

8.6

3.5

73.2

3.6

8.6

12.1

7.9

5.5

67.3

5.5

9.6

2.8

9.1

2.0

77.5

2.1

0 20 40 60 80 100

１．国内でＭ＆Ａを実施

２．海外でＭ＆Ａを実施2015年度

３．国内で交渉・検討したが、成約に至らず

４．海外で交渉・検討したが、成約に至らず

５．具体的な案件の検討をしていない

６．事業売却を実施した

2015 年度

全産業【1,069社】

製造業【455社】

非製造業【614社】

（有効回答社数比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• Ｍ＆Ａの実施状況をみると、2015年度に製造業では国内で8.6％、海外で12.1％の企業がＭ＆Ａを実施
したと回答した。また非製造業では同様に国内9.6％、海外2.8％となった。

• 2010～2014年度の５年間では、製造業では国内で20.6％、海外で20.8％の企業がＭ＆Ａを実施したと回
答した。また非製造業では同様に国内19.0％、海外5.7％となった。
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図表5-10 Ｍ＆Ａの実施状況

①国内でＭ＆Ａを実施

②海外でＭ＆Ａを実施

③国内で交渉・検討した
が、成約に至らず

④海外で交渉・検討した
が、成約に至らず

⑤具体的な案件の検討をし
ていない

⑥事業売却を実施した

(注) 最大2つまでの複数回答

(注) Ｍ＆Ａ実施金額や中期的な予算額についても調査を行ったが
有効回答が数社にとどまったため、資料への掲載を見送った。



66.9

21.9

3.3

42.1

15.8

8.7

4.4

65.5

34.5

3.2

42.2

12.2

9.8

1.6

68.3
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１．既存事業の規模やシェア拡大

２．相手先技術の取り込み

３．相手先ブランドや商標の取り込み

４．事業分野の拡大

５．事業基盤が弱い地域への進出

６．調達先や販売先等の取り込み

７．その他

全産業【749社】

製造業【377社】

非製造業【372社】

(注) 最大2つまでの複数回答 （有効回答社数比、％）

５．成長・競争力強化に向けた取り組みについて

• Ｍ＆Ａの目的としては、①事業規模やシェア拡大、④事業分野の拡大のほか、製造業では②相手先の技
術の取り込みとの回答も多かった。
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図表5-11 Ｍ＆Ａの主たる目的

①既存事業の規模やシェア拡大

②相手先技術の取り込み

③相手先ブランドや商標の取り込み

④事業分野の拡大

⑤事業基盤が弱い地域への進出

⑥調達先や販売先等の取り込み

⑦その他
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